
防
火
対
象
物

(

令
別
表
一)

※1 地階を
除く階
数が3
以上の
ときは、
共同防
火管理
者をお
く。

※2 地階を
除く階
数が5
以上の
ときは、
共同防
火管理
者をお
く。

※3 防火管
理者を
おく。
(令4条
の2)

275   ※11　※12　※13

150

300

地階を除く
階数が11階
以上のもの

4階以上
の階 一　般 地階又は

無 窓 階
4  階以上
10階以下 11階以上の階

パ ッ ケ ー ジ 型 自 動 消 火 設 備

一　般

パ ッ ケ ー ジ 型 消 火 設 備

備
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
考

防 火 管 理 者 及 び
消防用設備等の種類

十(六)
十
六(の)
二

(九)

(六)

(一)

1号

3000　※1　※10

全　　部

1年に1回

令　第　13　～　18　条 令第19条 令第20条

水 噴 霧 消 火 設 備 等

屋外消火栓
設　　　備

動 力 消 防
ポンプ設備地階を除く階数が11階

以上のもの(総務省令
で定める部分を除く)

11階
以上
の階

指定
可燃
物等

一　　　　　　般 指定可燃物等

全　　部

全　　部

①水噴霧、泡消火設備、全域放出方式又は局所放
出方式の不活性ガス・ハロゲン化物・粉末の各
消火設備には非常電源を附置すること。

①建築物の各
部分から消
火栓のホー
ス接続口ま
での水平距
離は40m以
下。

②スプリンク
ラー、水噴
霧、泡、不
活性ガス、
ハロゲン化
物、粉末、
動力消防ポ
ンプ（規格
放水量0.4
m3毎 分 以
上）の各消
火設備の有
効範囲内の
部分は設置
免除。

③ホースの長
さは水平距
離の範囲に
有効に放水
できる長さ
とする。

①防火対象物
の各部分か
ら水源まで
の水平距離
と放水量(イ)
0.5m3毎 分
以上-100m
以下。
(ロ) 0.4m3毎
分以上0.5
m3未満 -40
m以下。
(ハ) 0.4m3毎
分未満 -25
m以下。

②水源の水量
は 20分 間
放水できる
量（その量
が 20m3以
上とな  る場
合にあって
は20m3）以
上の量。

全　　部

全
　
　
　
　
　
　
　
　
　
部
（
総
務
省
令
で
定
め
る
部
分
を
除
く
）

一
、
指
定
可
燃
物
（
可
燃
性
液
体
・
固
体
類
）
を
危
政
令
別
表
第
四
で
定
め
る
数
量
の
千
倍
以
上
貯
蔵
し
、
又
は
取
り
扱
う
も
の

・
令
別
表
一
十
三

項
口
に
掲
げ
る
防
火
対
象
物
（
泡
・
粉
末
）

・
屋
上
部
分
で
回
転
翼
航
空
機
又
は
垂
直
離
陸
航
空
機
の
発
着
用
に
供
さ
れ
る
も
の
（
泡
・
粉
末
）

・
道
路
の
用
に
供
さ
れ
る
部
分
で
、
床
面
積
が
屋
上
部
分
に
あ
っ
て
は
六
〇
〇
2m
以
上
、
そ
れ
以
外
の
部
分
に
あ
っ
て
は
四
〇
〇
2m
以
上
の
も
の
（
水
噴
霧
・
泡
・
不
活
性
ガ
ス
・
粉
末
）

・
自
動
車
修
理
又
は
整
備
用
に
供
さ
れ
る
部
分
で
一
階
は
五
〇
〇
2m
以
上
、
そ
の
他
の
階
は
二
〇
〇
2m
以
上
（
泡
・
不
活
性
ガ
ス
・
ハ
ロ
ゲ
ン
化
物
・
粉
末
）

・
駐
車
用
に
供
さ
れ
る
部
分
で
、

一
、
そ
の
階
（
同
時
に
屋
外
に
出
る
階
を
除
く
）
の
床
面
積
が
一
階
は
五
〇
〇
2m
以
上
、
屋
上
部
分
は
三
〇
〇
2m
以
上
、
そ
の
他
は
二
〇
〇
2m
以
上
（
水
噴
霧
・
不
活
性
ガ
ス
・
泡
・
ハ
ロ
ゲ
ン
化
物
・
粉
末
）

二
、
昇
降
機
等
の
機
械
装
置
に
よ
り
車
両
を
駐
車
さ
せ
る
構
造
の
も
の
で
収
容
台
数
が
一
〇
以
上
の
も
の
（
水
噴
霧
・
泡
・
不
活
性
ガ
ス
・
ハ
ロ
ゲ
ン
化
物
・
粉
末
）

・
発
電
機
、
変
圧
器
そ
の
他
電
気
設
備
が
設
置
さ
れ
て
い
る
部
分
で
床
面
積
が
二
〇
〇
2m
以
上
（
不
活
性
ガ
ス
・
ハ
ロ
ゲ
ン
化
物
・
粉
末
）

   ・
鍛
造
場
、
ボ
イ
ラ
ー
室
、
乾
燥
室
そ
の
他
多
量
の
火
気
を
使
用
す
る
部
分
で
床
面
積
が
二
〇
〇
2m
以
上
（
不
活
性
ガ
ス
・
ハ
ロ
ゲ
ン
化
物
・
粉
末
）

・
通
信
機
器
室
で
床
面
積
五
〇
〇
2m
以
上
（
不
活
性
ガ
ス
・
ハ
ロ
ゲ
ン
化
物
・
粉
末
）

指
定
可
燃
物
を
危
政
令
別
表
第
四
で
定
め
る
数
量
の
一
〇
〇
〇
倍
以
上
貯
蔵
し
、
又
は
取
り
扱
う
も
の

・
綿
花
類
、
木
毛
及
び
か
ん
な
く
ず
、
ぼ
ろ
及
び
紙
く
ず
（
油
が
し
み
込
ん
で
い
る
布
又
は
紙
を
除
く
）、
糸
類
、
わ
ら
類
、
再
生
資
源
燃
料
、
合
成
樹
脂
類
（
不
燃
性
又
は
難
燃
性
で
無
い
も
の
に
限
る
）（
水
噴
霧
・
泡
・

全
域
の
不
活
性
ガ
ス
）

・
ぼ
ろ
及
び
紙
く
ず
（
油
が
し
み
込
ん
で
い
る
布
又
は
紙
に
限
る
）、
石
炭
・
木
炭
類
（
水
噴
霧
・
泡
）

・
可
燃
性
固
体
・
液
体
類
・
合
成
樹
脂
類
（
不
燃
性
又
は
難
燃
性
で
無
い
も
の
を
除
く
）（
水
噴
霧
・
泡
・
不
活
性
ガ
ス
・
ハ
ロ
ゲ
ン
化
物
・
粉
末
）

・
木
材
加
工
品
及
び
木
く
ず
（
水
噴
霧
・
泡
・
全
域
の
不
活
性
ガ
ス
又
は
ハ
ロ
ゲ
ン
化
物
）

一
、
(一)
項
か
ら
十
五

項
ま
で
、十
七

項
及
び
十
八

項
の
一
階
又
は
一
階
及
び
二
階
の
部
分
の
床
面
積
の
合
計
が
(イ)
耐
火
建
築
物
九
、〇
〇
〇
2m
以
上
、
(ロ)
準
耐
火
建
築
物
六
、〇
〇
〇
2m
以
上
、
(ハ)
そ
の
他
三
、
〇
〇
〇
2m
以
上

二
、
同
一
敷
地
内
に
あ
る
二
以
上
の
建
築
物
（
耐
火
建
築
物
及
び
準
耐
火
建
築
物
を
除
く
）
で
、
相
互
の
外
壁
間
の
中
心
線
か
ら
の
水
平
距
離
が
、
一
階
に
あ
っ
て
は
三
m
以
下
、
二
階
に
あ
っ
て
は
五
m
以
下
で
あ
る
部
分
を
有
す
る

も
の
は
一
の
建
築
物
と
み
な
す

一
、
屋
内
消
火
栓
設
備
の
設
置
対
象
物
（（
十
六
の
二
）
項
を
除
く
、
屋
外
消
火
栓
の
あ
る
時
、
又
は
一
階
若
し
く
は
二
階
に
屋
内
消
火
栓
・
水
噴
霧
・
ス
プ
リ
ン
ク
ラ
ー
・
泡
・
不
活
性
ガ
ス
・
ハ
ロ
ゲ
ン
化
物
・
粉
末
の
各
消
火

設
備
を
設
置
し
た
と
き
は
そ
の
有
効
範
囲
内
の
部
分
に
対
し
て
設
置
免
除
）

二
、
屋
外
消
火
栓
設
備
の
設
置
対
象
物
（
屋
外
消
火
栓
又
は
一
階
若
し
く
は
二
階
に
ス
プ
リ
ン
ク
ラ
ー
・
水
噴
霧
・
泡
・
不
活
性
ガ
ス
・
ハ
ロ
ゲ
ン
化
物
・
粉
末
の
各
消
火
設
備
を
設
置
し
た
と
き
は
そ
の
有
効
範
囲
内
の
部
分
に

対
し
て
設
置
免
除
）

)(
)(

)(

)(

(二) 1000   ※4

(五)

十
六(の)
三

ハ

ニ

(三)

消　　　　　　　　　　火　　　　　　　　　　設　　　　　　　　　　備

防火対象物
(令別表一)

防火管理者

令第10条・規第7条 令　第　11　条 令　　　第　　　12　　　条

ス プ リ ン ク ラ ー 設 備消　  火　  器　  具 屋内消火栓設備

一　般
地階無窓
階又は３
階 以 上

少量危険
物　　等 一　般 一　　　　　　般 地階又は

無 窓 階
4  階以上
10階以下

地階無窓
階又は４
階 以 上

消火栓
の種別

指定可
燃物等

令1条の2

イ キャバレー、カフェー、ナイトクラブの類
遊技場、ダンスホール
風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律
（昭和23年法律第122号）第2条第5項に規定する性
風俗関連特殊営業を営む店鋪（（一）項イ、（四）項、
（五）項イ及び（九）項イに掲げる防火対象物の用途
に供されているものを除く。）その他これに類するも
のとして総務省令で定めるもの
カラオケボックスその他遊興のための設備又は物品
を個室（これに類する施設を含む。）において客に利
用させる役務を提供する業務を営む店鋪で総務省令
に定めるもの

ロ

イ

(四)

待合、料理店、その他これらに類するもの

百貨店、マーケット、その他の物品販売業を営む店
舗又は展示場

飲食店ロ

イ 旅館、ホテル、宿泊所、その他これらに類するもの

イ

(1)20床以上の療養病床又は一般病床を有する病院　◆

(七) 小学校、中学校、高等学校、高等専門学校、大学、
専修学校、各種学校の類

(八) 図書館、博物館、美術館の類

(十) 車両の停車場、船舶又は航空機の発着場

十(二)
イ
ロ
工場、作業場
映画スタジオ、テレビスタジオ

十(三)
イ
ロ
自動車車庫、駐車場
飛行機又は回転翼航空機の格納庫

十(四) 倉庫

十(五) 前各項に該当しない事業場

イ
ロ
特定防火対象物が存する複合用途防火対象物▼

地下街

準地下街　※

イ以外の複合用途防火対象物

十(七) 重要文化財、重要民俗資料、史跡等の建造物
十(八) 延長50メートル以上のアーケード

十(九) 市町村長の指定する山林

二(十) 総務省令で定める舟車 (規5条)

一般住宅
（五）ロに含まれないもの　戸建含む

※建築物の地階〔（十六の二）項に揚げるものの各階
を除く〕で連続して地下道に面して設けられたも
のと、当該地下道とを合わせたもの（特定用途に
供される部分が存するものに限る）

①開口部のない耐火構造の床又は壁で区画された部
分は、それぞれ別の防火対象物とみなす。（令8条）

②令別表一（十六）項の防火対象物の部分で同表の
（一）項から（十五）項の防火対象物が存するもの
については当該用途に供される、それぞれ独立し
た防火対象物とみなされる。ただし、令12条1項2
号及び7号から9号まで、21条1項5号、8号及び12
号、21条の21項4号、22条1項6号及び7号、24条
2項2号並びに3項2号及び3号、25条1項5号並び
に26条を除く。（令9条）

③令別表一（一）項から（四）項まで、（五）項イ、（六）
項（九）項イ又は（十六）項イに掲げる防火対象物
の地階で、同表（十六の二）項に掲げる防火対象物
と一体をなすものとして消防長又は消防署長が指
定したものは、令12条1項5号、21条1項3号、21条
の21項1号及び24条3項1号の規定の適用につい
ては同表（十六の二）項に掲げる防火対象物であ
るものとみなす。（令9条の2）

▼：省令40号により緩和を受けられるものがあり
ます。（資料裏面右を参照）

◆：資料裏面最右を参照。

※1 面積に関係
なく屋内階
段で避難階
に直通する
階段が2以
上設けられ
ていないも
の（1階及び
2階を除く）
は設置要。
但し、消防
法施行規則
第4条の2の
3に規定す
る 場 合 に
は、一階段
の場合にお
いても設置
緩和。又、
屋外階段の
場合には本
項に含まれ
ません。

※1 全ての
消防設
備が既
存遡及
する。

※2 自火報
が既存
遡及す
る。又、
※3同
様。

※3 基準時
の1/2
以上、
又は
1000
m2以上
の増・改
築等で
全ての
消防設
備が既
存遡及
する。

※1 以下の防火対象物のうち、消防
長又は消防署長が必要と認め
るもの。
令別表一（一）項から（四）項ま
で（五）項イ（六）項、（九）項イ
及び（十六）項イに掲げる防火
対象物で地階を除く階数が5以
上であり、かつ、延べ面積が2万
m2以上のもの。

※2 消防長又は消防署長が火災予
防上必要と認めるもの。

※1 各用途部分の設置基準に従っ
て設置する。

①消火器具の適応性は令別表第二
②設置基準は (規6～11条)。
③屋内消火栓、スプリンクラー、
水噴霧、泡、不活性ガス、ハロ
ゲン化物、粉末の各消火設備を
設置したときは設置個数を減少
(規8条)。

④上記③の規定は、防火対象物の
11階以上の部分に設置するもの
には適用しない。
(規8条-4)。

※1 基準面積（規第13条の5の2の面積を除く面
積）を示す。

※2 規第12条の2に示す延焼抑制構造のものは
延面積のみを適用する。

※3 各用途部分の設置条件に従って設置できるか
否かが決まる。

①1号消火栓・広範囲2号消火栓
各階ごとに各部分から消火栓のホース接続口
までの水平距離25m以下。

②2号消火栓
各階ごとに各部分から消火栓のホース接続口
までの水平距離15m以下。

③スプリンクラー、水噴霧、泡、不活性ガス、
ハロゲン化物、粉末、屋外消火栓、動力消防
ポンプの各消火設備の有効範囲内の部分(屋外
消火栓、動力消防ポンプにあっては1階及び2
階の部分に限る)は設置免除。

④非常電源を附置すること。
⑤ホースの長さは①②の水平距離の範囲に有効
に放水できる長さとする。

※1　総務省令で定める部分以外の床面積の合計とする。
※2　床面積500m2以上の舞台部。
※3　床面積300m2以上の舞台部。
※4　総務省令で定める部分以外の床面積。
※5　ラック式倉庫で天井の高さが10mをこえるもの。
※6　特定防火対象物の用途に供される部分（総務省令で定める部分を除く）の床面積の合計が3000m2以上のもので、特定防火対

象物が存する階に設置する。
※7 （一）項～（四）項、（五）項イ、（六）項、（九）項イが存する部分の床面積の合計が1000m2以上。
※8 （二）項、（四）項が存する部分の床面積の合計が1000m2以上。（一）項、（三）項、（五）項イ、（六）項、（九）項イ（総務省令で定め

る部分を除く）が存する部分の床面積の合計が1500m2以上。
※9　延べ面積が1000m2以上でかつ特定用途に供される部分の床面積の合計が500m2以上。
※10 平屋建以外のもの。
※11 基準面積1000m2未満は特定施設水道連結型スプリンクラー設備でも可。
※12 規第12条の3に示す、介助がなければ避難できない者を主として入所させるものは全部。
※13 規第12条の2に示す延焼抑制構造のものは6000。
※14 規第12条の2に示す延焼抑制構造のものは3000。
※15 ※6～※8に該当しない（十六）項は、各用途の部分ごとに判断。
※16（六）項イ（1）（2）又は（六）項ロの用途に供される部分（延焼抑制構造のものを除く）は全部。

十(一) 神社、寺院、教会、その他これらに類するもの

イ
ロ
公衆浴場のうち蒸気浴場、熱気浴場の類
イに掲げる公衆浴場以外の公衆浴場

ロ

ハ
二

(1)老人短期入所施設等　◆

(1)～(5)主に通所の社会福祉施設等　◆
幼稚園又は特別支援学校

(2)4人以上の患者の入院施設を有する診療所　◆

寄宿舎、下宿、共同住宅　▼ロ

イ

ロ

劇場、映画館、演芸場、観覧場

公会堂、集会場

全部

延べ面積
500m2以上
(1000)
[1500]

700
(1400)
[2100]

700
(1400)
[2100]

700
(1400)
[2100]

1000
(2000)
[3000]
700
(1400)
[2100]

700
(1400)
[2100]
1000
(2000)
[3000]

150
(300)
[450]

床面積
100m2以上
(200)
[300]

床面積1000m2以上
又は※3  ※4

   1000   ※4

1000   ※4 1500   ※4

1000   ※4 1500   ※4

※7　※15 ※8　※15

150
(300)
[450]

200
(400)
[600]
150
(300)
[450]

150
(300)
[450]
200
(400)
[600]

※1
平家建て以外床面積6000m2以上

又は※2

6000　※1　※10

6000　※1　※10

6000 ※1   ※10

700
(1400)    ※5
[2100]

※6　※15

延べ面積
1000

※9

床面積1500m2以上
又は※3  ※4

1500   ※4

1000   ※4

1500   ※4

全部　※11　 ※14

3000　※1　　※10
6000　※1　　※10

6000　※1　　※10

収
容
人
員
3 0
人
以
上

50 3年に1回

全部

150

全部

150

30

10

30

50

150

300

150

300

全部

全部

30

50

10  ※1
50  ※2

10

※3

3 0 0
人
以
上

300

300

300

50

全部

※1

※3

※1

※3

※1

※3

※1

※1

※2

※3

※4

※3

※1

※1

※1

※1

1000m2
以上

一
、
少
量
危
険
物
（
危
政
令
第
一
条
の
十
一
に
規
定
す
る
指
定
数
量
の
五
分
の
一
以
上
、
指
定
数
量
未
満
の
も
の
）
又
は
、
指
定
可
燃
物
（
危
政
令
別
表
第
四
の
品
名
欄
に
掲
げ
る
物
品
で
、
同
表
の
数
量
欄
に
定
め
る
数
量
以
上
の

も
の
）
を
貯
蔵
し
又
は
取
扱
う
も
の

二
、
変
圧
器
、
配
電
盤
又
は
こ
れ
ら
に
類
す
る
電
気
設
備
の
あ
る
場
所

三
、
鍛
造
場
、
ボ
イ
ラ
ー
室
、
乾
燥
室
そ
の
他
多
量
の
火
気
を
使
用
す
る
場
所 1•2号

1号

1•2号

1•2号

1•2号

全
て
（
消
火
器
・
簡
易
消
火
用
具
・
漏
電
火
災
警
報
器
・
非
常
警
報
器
具
・
非
常
警
報
設
備
・
避
難
器
具
・
誘
導
灯
・
誘
導
標
識
）

一
、
地
階
を
除
く
階
数
が
十
一
以
上
で
あ
り
、
か
つ
、
延
べ
面
積
が

一
〇
、
〇
〇
〇
2m
以
上

二
、
地
階
の
床
面
積
の
合
計
が
五
〇
〇
〇
2m
以
上

一
、
延
べ
面
積
　
五
〇
、
〇
〇
〇
2m
以
上

二
、
地
階
を
除
く
階
数
が
十
五
以
上
で
あ
り
、
か
つ
、
延
べ
面
積
が
三
〇
、
〇
〇
〇
2m
以
上

防火対象物点検

令4条の2の2

収容
人員

特定
階段
※1

収
容
人
員
3 0 0
人
以
上

全
　
　
部

全部

全部

全部

全
　
　

部

消防設備士又は
消防設備点検資
格者による点検
が必要なもの。
①特定防火対象
物 延 べ 面 積
1000m2以上

②その他のもの
で 延 べ 面 積
1000m2以上で
消防が指定し
たもの

③特定一階段等
防火対象物

消防設備点検

法17条の3の3

点検
期間

消 防 へ
結 果 報
告

・
機
器
点
検
…
…
…
六
ヶ
月
ご
と

・
総
合
点
検
…
…
…
一
年
ご
と

1年に1回

3年に1回

1年に1回

3年に1回

1年に1回
3年に1回

1年に1回

3年に1回

既存遡及

令34条
総合操作盤

平成16年5月31日
消防庁告示第7号
消防庁告示第8号
消防予第93号

注 1 ［　］内の数字は耐火構造で内装を制限し
た建築物に適用する。

注 2 （　）内の数字は耐火構造の建築物又は内
装を制限した準耐火構造の建築物に適用
する。

※2

※4 自治体が定める期日までに設置す
る必要があります。（共同住宅特例
49号、220号を取得し、感知器設
置を免除したものについても同様）

一
、
指
定
可
燃
物
（
可
燃
性
液
体
・
固
体
類
を
除
く
）
を
危
政
令
別
表
第
四
で
定
め
る
数
量
の
七
五
〇
倍
以
上
貯
蔵
し
、
又
は
取
り
扱
う
も
の

は特定防火対象物
消 防 設 備 設 置 基 準 表

全部

全部

全部

50

50

※1 ※1

全部

延べ面積
50m2以上

延べ面積
150m2以上

平屋建以外延べ面積
6000m2以上※1

※3 ※4

※1 基準面積（規第13条の5の2
の面積を除く面積）を示す。

※2 規第12条の2に示す延焼抑
制構造のものは延面積のみ
を適用する。

※3 各用途部分の設置条件に従っ
て設置できるか否かが決まる。

※4 パッケージ型消火設備の設
置部分は、（一）～（十二）、
（十五）の用途に供される
部分に限る。

①耐火建築物にあっては、地階
を除く階が6以下であり、か
つ、延べ面積が3000㎡以下
のものに限る。（この場合、Ⅰ
型を設置する。なお、地階を
除く階が4以下であり、かつ、
延べ面積が1500㎡以下のも
のにあっては、Ⅱ型を設置す
ることができる。）

※3 ※4

床面積
1000m2以上※10

床面積
1500m2以上※10 全部  ※11

延べ面積が10000㎡以下に限る。
※1　総務省令で定める部分以外の床面積の合計とする。
※2　規第12条の2に示す延焼抑制構造のものは3000。
※3　平屋建以外のもの。
※4　規第12条の2に示す延焼抑制構造のものは6000。
※5　規第12条の3に示す、介助がなければ避難できない者を主として入所させるも

のは全部。
※6 （一）～（四）、（五）イ、（六）、（九）イの用途に供される部分（総務省で定める部

分を除く）の床面積の合計3000㎡以上の場合、（五）（六）の用途に供される部
分に設置することができる。

※7 （五）イ、（六）の用途に供される部分が存する階で、当該用途に供される部分
（総務省で定める部分を除く）の床面積1000㎡以上の場合当該用途に供される
部分に設置することができる。

※8 （五）イ、（六）の用途に供される部分が存する階で、当該用途に供される部分
（総務省で定める部分を除く）の床面積1500㎡以上の場合当該用途に供される
部分に設置することができる。

※9　パッケージ型自動消火設備の設置部分は、（五）、（六）の用途に供される部分に
限る。

※10 総務省令で定める部分以外の床面積。
※11 総務省令で定める部分を除く。

全部  ※11

全部  ※11

全部　※11

※6 ※9 ※7 ※9 ※8 ※9 全部  ※9 ※11
全部  ※9 ※11

(3)イ(1)(2)以外の病院、有床診療所、有床助産所　◆
(4)無床診療所、無床助産所　◆

(2)救護施設
(3)乳児院
(4)障害児入所施設
(5)障害者支援施設等　◆

700
(1400)
[2100]

700
(1400)
[2100]

全部   ※11    ※13

全部　※11    ※13

C

C

①スプリンクラーヘッドの未警戒部分については「補助散水栓」を設けることができる。
②各部分からヘッドまでの水平距離は、劇場の舞台部等については1.7m以下、その他のものについては、耐火建築物は2.3m以下（高
感度型ヘッドは有効散水半径以下）、耐火建築物以外の建物は2.1m以下（高感度ヘッドは0.9×有効散水半径）。

③スプリンクラー設備には、非常電源を附置し、かつ消防ポンプ自動車が容易に接近することができる位置に双口形の送水口を附
置すること。

④水噴霧、泡、不活性ガス、ハロゲン化物、粉末設備の有効範囲内の部分は設置免除。
⑤（二）項、（四）項、（五）項ロ、（十六）項イ（ただし、（二）項、（四）項、（五）項ロの用途に供される部分が存するものに限る）及び地階
無窓階にあっては、規13条2項の防火区画された部分であっても、スプリンクラー設備の設置基準面積から除外しないこと。

注 1 ［　］内の数字は耐火構造で内装を制限した建築物に適用する。
注 2 （　）内の数字は耐火構造の建築物又は内装を制限した準耐火構造の建築物に適用する。

E

A

275　※11　※12　※13

E

B

B

平成28年4月1日施行、平成37年6月30日既存建物猶予期間A 平成27年3月1日施行、平成37年6月30日既存建物猶予期間 平成27年4月1日施行、平成30年3月31日既存建物猶予期間B 平成28年4月1日施行、既存建物猶予期間なしC D 平成28年4月1日施行、平成31年3月31日既存建物猶予期間 E

①収容人員の算定基準は(規1条)。
②管理人が同じである同一敷地内のも
のは一つの防火対象物とみなす。(令
2条)

備
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
考

十(六)
十
六(の)
二

(九)

(六)

(一)

(二)

(五)

十
六(の)
三

ハ

ニ

(三)

イ
ロ

イ

(四)

ロ

イ

イ

(七)

(八)

(十)

十(二)
イ
ロ

十(三)
イ
ロ

十(四)
十(五)

イ
ロ

十(七)
十(八)
十(九)
二(十)
一　般
住　宅

十(一)

イ
ロ

ロ

ハ
二

ロ

イ

ロ

● 危険物の規制に関する政令に基づく設置基準は表現されておりません。
● 地方自治体ごとの条例については表現されておりません。

● 令：消防法施行令を表す。
● 規：消防法施行規則を表す。

1000
※1 ※2

1000
※1 ※2

※16

E

延べ面積
500m2以上
(1000)
[1500]

700
(1400)
[2100]

700
(1400)
[2100]

700
(1400)
[2100]

1000
(2000)
[3000]
700
(1400)
[2100]

1000
(2000)
[3000]

床面積
100m2以上
(200)
[300]

150
(300)
[450]

200
(400)
[600]
150
(300)
[450]

200
(400)
[600]

700
(1400)
[2100]

700
(1400)
[2100]

E

A

1000
※1 ※2

1000
※1 ※2

275  ※4  ※5

全部  ※111000  ※10 1500  ※10

全部 ※2

3000 ※1 ※3
6000 ※1 ※3

6000  ※1  ※3

全部  ※4

全部 ※4
275 ※4 ※5

E

B

B

E

耐火建築物以外にあっては、地階を除く階が3以下であり、かつ、
延べ面積が2000㎡以下のものに限る。（この場合、Ⅰ型を設置
する。なお、地階を除く階が2以下であり、かつ、延べ面積が
1000㎡以下のものにあっては、Ⅱ型を設置することができる。）

注 1 ［　］内の数字は耐火構造で内装を制限した建築物に適用する。
注 2（　）内の数字は耐火構造の建築物又は内装を制限した準耐火

構造の建築物に適用する。

 

※3 ※3



ロ

次に掲げる防火対象物
(1) 老人短期入所施設、養護老人ホーム、特別養護老人ホーム、軽費老人ホーム
(介護保険法(平成9年法律第123号)第７条第１項に規定する要介護状態区分が
避難が困難な状態を示すものとして総務省令で定める区分に該当する者(以下
｢避難が困難な要介護者｣という｡)を主として入居させるものに限る｡)、有料
老人ホーム(避難が困難な要介護者を主として入居させるものに限る｡)、介護
老人保健施設、老人福祉法(昭和38年法律第133号)第５条の２第４項に規定
する老人短期入所事業を行う施設、同条第５項に規定する小規模多機能型居
宅介護事業を行う施設(避難が困難な要介護者を主として宿泊させるものに限
る｡)、同条第６項に規定する認知症対応型老人共同生活援助事業を行う施設
その他これらに類するものとして総務省令で定めるもの。
(2) 救護施設
(3) 乳児院
(4) 障害児入所施設
(5) 障害者支援施設(障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するため
の法律(平成17年法律第123号)第４条第１項に規定する障害者又は同条第２
項に規定する障害児であつて、同条第４項に規定する障害支援区分が避難が
困難な状態を示すものとして総務省令で定める区分に該当する者(以下｢避難
が困難な障害者等｣という｡)を主として入所させるものに限る｡)又は同法第５
条第８項に規定する短期入所若しくは同条第１５項に規定する共同生活援助
を行う施設。(避難が困難な障害者等を主として入所させるものに限る。ハ
(5)において｢短期入所等施設｣という｡)

防
火
対
象
物

(

令
別
表
一)

備
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
考

十(六)
十
六(の)
二

(九)

(六)

(一)

(二)

(五)

十
六(の)
三

ハ

ニ

(三)

イ
ロ

イ

(四)

ロ

イ

イ

(七)

(八)

(十)

十(二)
イ
ロ

十(三)
イ
ロ

十(四)
十(五)

イ
ロ

十(七)
十(八)
十(九)
二(十)
一　般
住　宅

十(一)

イ
ロ

ロ

ハ
二

ロ

イ

ロ

全て必要

全部 ※6

十(七) 重要文化財、重要民俗資料、史跡等の建造物
十(八) 延長50メートル以上のアーケード

十(九) 市町村長の指定する山林

二(十) 総務省令で定める舟車 (規5条)

一般住宅
（五）ロに含まれないもの　戸建含む

十(六)
十
六(の)
二

十
六(の)
三

十(四) 倉庫

十(五) 前各項に該当しない事業場

イ
ロ
特定防火対象物が存する複合用途防火対象物▼

地下街

準地下街　※

イ以外の複合用途防火対象物

(九)

(十) 車両の停車場、船舶又は航空機の発着場

十(二)
イ
ロ
工場、作業場
映画スタジオ、テレビスタジオ

十(三)
イ
ロ
自動車車庫、駐車場
飛行機又は回転翼航空機の格納庫

十(一) 神社、寺院、教会、その他これらに類するもの

イ
ロ
公衆浴場のうち蒸気浴場、熱気浴場の類
イに掲げる公衆浴場以外の公衆浴場

(六)

イ

(1)20床以上の療養病床又は一般病床を有する病院　◆

(七) 小学校、中学校、高等学校、高等専門学校、大学、
専修学校、各種学校の類

(八) 図書館、博物館、美術館の類

ロ

ハ
二

(1)老人短期入所施設等　◆

(1)～(5)主に通所の社会福祉施設等　◆
幼稚園又は特別支援学校

(2)4人以上の患者の入院施設を有する診療所　◆
(3)イ(1)(2)以外の病院、有床診療所、有床助産所　◆
(4)無床診療所、無床助産所　◆

(2)救護施設
(3)乳児院
(4)障害児入所施設
(5)障害者支援施設等　◆

(五)

(三)
イ

(四)

待合、料理店、その他これらに類するもの

百貨店、マーケット、その他の物品販売業を営む店
舗又は展示場

飲食店ロ

イ 旅館、ホテル、宿泊所、その他これらに類するもの

寄宿舎、下宿、共同住宅　▼ロ

(一)

(二)
ハ

ニ

イ キャバレー、カフェー、ナイトクラブの類
遊技場、ダンスホール
風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律
（昭和23年法律第122号）第2条第5項に規定する性
風俗関連特殊営業を営む店鋪（（一）項イ、（四）項、
（五）項イ及び（九）項イに掲げる防火対象物の用途
に供されているものを除く。）その他これに類するも
のとして総務省令で定めるもの
カラオケボックスその他遊興のための設備又は物品
を個室（これに類する施設を含む。）において客に利
用させる役務を提供する業務を営む店鋪で総務省令
に定めるもの

ロ

イ

ロ

劇場、映画館、演芸場、観覧場

公会堂、集会場

防 火 管 理 者 及 び
消防用設備等の種類

防火対象物
(令別表一)

消火活動上必要な施設

イ

ハ

収容人員
50人以上
※1
（B）

一般
特　定
一階段
等 ※3

地　階
又は
無窓階

構造類型

（注）5

通常用いられる消防用設備等
（左記○印（白抜き）を一式設置するこ
とにより免除できる設備）

 ※1 延面積が300m2以上で特定防火対象物の用途に供される部分の床面積
が、延面積の10％を超える場合。
500m2未満で（五）項ロ並びに居住型福祉施設以外の用途に供される部分
が存しないもので一定の区画の要件を満たしているものは複合型居住
施設用自動火災報知設備で代替可。

※2（二）項又は（三）項に掲げる用途に供される部分の床面積の合計が100m2
以上の階。

①警戒区域は階ごととすること。
②一警戒区域の面積は600m2（内部が見とおせる場合は1000m2）以下とし
その一辺の長さは50m（光電式分離型感知器を設置する場合は100m）以下。

③設備基準は規23条、24条、24条の2による。
④スプリンクラー、水噴霧、泡（いずれも閉鎖型スプリンクラーヘッドを備
えているものに限る。）の各消火設備の有効範囲内の部分については、総
務省令で定めるもの（特定防火対象物又はその部分並びに規則第23条第5
項各号及び第6項第2号に掲げる場所）を除き自動火災報知設備を設置免除。

⑤主要構造部が耐火構造でない場合は天井裏（天井と上階の床との間の距離
が0.5m未満の場所以外）にも必要。

⑥非常電源を附置すること。

 ※3 面積に関係なく屋内階段で避難階に直通する階段が2以上設けられてい
ないもの（1階及び2階を除く）は設置要。但し、消防法施行規則第4条の
2の3に規定する場合には、一階段の場合においても設置緩和。又、屋
外階段の場合には本項に含まれません。

 ※4 延面積が500m2以上で、かつ特定防火対象物の用途に供される部分の
床面積の合計が300m2以上。

 ※5 それぞれの用途に供される部分ごとに判別する。
 ※6 300m2未満のものは、特定小規模用自動火災報知設備で代替可。
※7 利用者を入居させ、又は宿泊させるものは全部。（300m2未満のものは
※6）

500

自　動　火　災　報　知　設　備

避　　　難　　　設　　　備

令第28条

排煙設備消 防 用 水

消 防 用 水 ▼特定共同住宅の基準を満たした場合、省令40号に基づき次の通りとすることができる。

（特定共同住宅等とは）
令別表第一（五）項ロに掲げる防火対象物及び同表（十六）項イに掲げる防火対象物で同表（五）項ロ並びに（六）項ロ及びハに掲げる防火対象物の用途以外の用途に供され
る部分が存せず、かつ同表（六）項ロ及びハに掲げる防火対象物の用途に供する各独立部分の床面積がいずれも百平方メートル以下であって火災の発生又は延焼のおそれ
が少ないもの。

◆（六）イ、ロ、ハについての詳細

● 令：消防法施行令を表す。
● 規：消防法施行規則を表す。

①有効水量は地盤
面下4.5m以内の
水量。

②流水の場合は0.8
m3毎分を20m3に
換算。

③1個の有効水量は
20m3以上。

④ポンプ自動車が2
m以内に接近で
きること。

⑤建物の各部分か
ら の 水 平 距 離
100m以下。

①送水口は消防
ポンプ自動車
が容易に接近
できる位置に
設けること。

②送水口を附置
したスプリン
クラー•水噴霧
•泡 •不活性ガ
ス•ハロゲン化
物 •粉末の各
消火設備を基
準に従い設置
したときは同
項の規定にか
かわらず当該
設備の有効範
囲内の部分に
ついての連結
散水設備設置
免除。

①放水口は
建築物の3
階以上の
階ごとに
設ける

②その階の
各部分か
ら放水口
までの水
平距離は
50m以下 
（アーケー
ドは 25m
以下）。

③主管の内
径 100mm
以上。

④送水口は
双口形。

①排煙上の
有効な開
口部が設
けられて
いるとき
は（規則29
条）により
設置免除。

②風道は不
燃材料。

③非常電源
を附置す
ること。

④手動又は
自動起動
装置とす
る。

①非常コンセ
ントは 11
階以上の
階ごと及
び地下街
に設ける。

②その階の各
部分から非
常コンセン
トまでの水
平距離は
50m以下。

③ 3相 交 流
2 0 0 V で
30A以 上
及び単相
交流100V
で 15A以
上の電気
を供給で
きること。

④非常電源
を附置す
ること。

①消防隊相
互の無線
連絡が容
易に行わ
れるよう
に設ける。

②増幅器に
は非常電
源を附置
すること。

令第27条 令第28条の2 令第29条の2 令第29条の3令第29条

連結散水設備 連結送水管
非　　　常
コンセント
設　　　備

無線通信
補助設備

地
階
の
床
面
積
の
合
計
が
七
〇
〇
2m
以
上
の
も
の

延べ面積
700m2以上

延べ面積
1000m2以上

延べ面積
1000m2以上

延べ面積
1000m2以上

延べ面積
1000m2以上

全　部

床面積700m2

一
、
地
階
を
除
く
階
数
が
七
以
上
の
も
の

二
、
地
階
を
除
く
階
数
が
五
以
上
で
、
延
べ
面
積
六
、
〇
〇
〇
2m
以
上
の
も
の

地
階
を
除
く
階
数
が
十
一
以
上
の
も
の

※1

全部※4

全部

※1

500

150

300

※2

延べ
面積
300m2
以上

300

全部

500

20

令　第　25　条

避　難　器　具

令　第　26　条

誘導灯、誘導標識

地階又は
２階以上

地階又は
３階以上 一　般

誘
導
灯

避
難
口

誘
導
灯

通
　
路

誘
導
灯

客
　
席

標
　
識

誘
　
導

令第22条 令第23条 令　第　24　条

非 常 警 報 器 具 ・ 設 備

器　具

一　般

設　　　　　備

地階・
無窓階 放送設備付加

消防機関へ通報
する火災報知設備

漏電火災
警 報 器

一般
電流

容量

令第21条の2

ガ ス 漏 れ
火災警報設備

一 般 地 階

収容人員
20人以上
50人未満

20人以上
50人未満

20人以上
50人未満

20人以上
50人未満

一
、
地
階
を
除
く
階
数
が
十
一
以
上
の
も
の

二
、
地
階
の
階
数
が
三
以
上
の
も
の

20

20

収容
人員
300人
以上

800

※

300

800

300

延べ面積500m2
以　上

1000

500

★500

1000
★全部

※1  ※2  ※3
★全部　※3

1000

★全部
※2  ※3

★500

500

1000

全部
※1  ※2

※1 契約電流
容量が
50Aをこ
えるもの。

※2 延べ面積
が500m2
以上で、か
つ、特定防
火対象物
の用途に
供される
部分の床
面積の合
計が300m2
以上

①間柱若しく
は下地を不
燃材料及び
準不燃材料
以外の材料
で造った鉄
網入りの壁、

②根太若しくは下地を不燃材料及び準
不燃材料以外の材料で造った鉄網
入りの床、

③天井の縁 若しくは下地を不燃材料及
び準不燃材料以外の材料で造った
鉄網入りの天井を有する建築物に
限る。

警鐘携帯
用拡声器
手動式サ
イレン等
のうち１
種類以上
設置。
（注）
た だ し 、
自動火災
報知設備
又は非常
警報設備
の有効範
囲内の部
分は設置
免除。

①非常電源を附置すること。

②非常ベル、自動
式サイレン又は、
放送設備のうち
１種類以上設置。

③自動火災報知設備（令21条）又は総務省
令で定める放送設備を技術上の基準
（規24条、25条の2）により設置した
場合その有効範囲内の部分について
は、非常ベル自動式サイレンの設置免
除。

※1 消 防 機 関 か ら
500m以内でも免
除不可。

※2 火災信号と連動
が必要。

※3 500m2未 満に設
置する場合に限
り特定火災通報
装置が設置可。

※4 各用途の部分ご
とに判断。

①消防機関から歩行距
離500 m以下は除
外できる。(規25条)

②常時通報できる電
話を設置した防火
対象物は設置免除。
（但し★のものは免
除できない。）

※非常放送設備の
起動装置と通話
装置を附置する
こと。但し、非
常電話とする場
合はこの限りで
はない。

②非常ベルと放送
設備又は自動式
サイレンと放送
設備。

150

500

300

1000

全部

※1

床面積
の合計
1000m2
以上

舞台部
床面積

500m2以上

地階又は
無窓階
床面積

1000m2以上

地 階 又 は
無 窓 階
1000m2以上

地 階 又 は
無 窓 階
1000m2以上

地 階 又 は
無 窓 階
1000m2以上

30
※2
（A）

20
※2
（A）

50
※1
（B）

150
※3
(C)

150
※3
(C)

1000

1000

※2

延べ面積
1000m2
以上

※1

全
　
　
　
　
部

※1

全
　
部

※1

全部

※1

全
　
　
　
　
部

全
部

全
　
　
　
　
　
　
部
　
　
※3

※1

全
　
部

※1

全部

※1

全部※4

全部
※2

※1
※2

※1 延べ面積が
1000m2以上
で、かつ、特定
用途の床面積
の合計が 500
m2以上。

※2 床面積の合計
が、1000m2以
上で特定用途
が存する部分
の床面積の合
計が500m2以
上。

①非常電源を附置
すること。

②温泉採取設備で
規24条の2の2第
3項で定めるもの
が設置されてい
る部分に必要。
（温泉対応品）

※1 主要構造物を耐火構造と
した建築物の２階を除
く。

※2 下階に（一）項から（四）項
まで（九）項、（十二）項イ、
（十三）項イ、（十四）項、（十
五）項が存する場合は10
人

※3 地階、無窓階は100人

①収容人員の算定は規則1条
による。

②避難器具の設置
（A）の部分
収容人員100人ごとに1
個

（B）の部分
収容人員200人ごとに1
個

（C）の部分
収容人員300人ごとに1
個

但し、防火対象物の位置、構
造又は設備の状況により、
設置免除もある。

③避難器具の適応は令25条に
よること。

※1 地階、無窓階及び11階
以上の部分。

※2 （一）項に掲げる防火
対象物の用途に供さ
れる部分。

※3 誘導灯の有効範囲内
は省略

※4 （五）項ロ並びに（六）
項ロ並びにハの用途
以外が存しない建築
物の10階以下部分に
関して一定の条件で
免除。

①避難口誘導灯は緑色灯
とし、避難口の上部に
設置。

②通路誘導灯は廊下、階
段、通路等避難上の設
備がある場所に設置。

③客席誘導灯は0.2ルクス
以上とし、客席に設置。

④誘導標識は方向を明示
し、多数の者の目にふ
れやすい箇所に設置。

⑤非常電源を附置するこ
と。

令5条の6

令5条の7

住 宅 用
防災機器

規　第　23　条

警　　　　　　　　　報　　　　　　　　　設　　　　　　　　　備

令　　第　　21　　条

階段
等

天井の
高　さ

廊下・
通路

地階・無窓
階11階以上

地階又
は2階
以上

地階無
窓階又
は3階
以上

11階以

上の階

通　信

機器室

道路の
用に供
される
部分

指　定

可燃物

煙感

知器

炎感知器

感知器煙感
知器

煙感知器又は熱煙
複合式スポット型

炎感知器

500

◯印 煙感知器又は熱煙複合式ス
ポット型感知器を設けなけ
ればならない場所。

□印 煙感知器、熱煙複合式スポッ
ト型感知器又は炎感知器を
設けなければならない場所。

△印 高感度の熱感知器、煙感知
器、熱煙複合式スポット型
感知器又は炎感知器を設け
なければならない場所。

▲印 地階、無窓階、11階以上の
廊下・通路には高感度の熱
感知器、煙感知器、熱煙複
合式スポット型感知器又は
炎感知器を設けなければな
らない場所。

延面積
300m2
以上

全部
※6

延面積
300m2
以上

全部

駐
車
の
用
に
供
す
る
部
分
の
床
面
積
が
二
〇
〇
2m
以
上
（
駐
車
す
る
す
べ
て
の
車
輛
が
同
時
に
屋
外
に
出
る
こ
と
が
で
き
る
構
造
の
階
を
除
く
）

床
面
積
　
三
〇
〇
2m
以
上

床
面
積
　
五
〇
〇
2m
以
上

屋
上
に
あ
っ
て
は
六
〇
〇
2m
以
上
、
そ
れ
以
外
の
部
分
に
あ
っ
て
は
四
〇
〇
2m
以
上

指
定
可
燃
物
を
危
険
物
の
規
制
に
関
す
る
政
令
別
表
第
四
の
数
量
の
五
〇
〇
倍
以
上
貯
蔵
し
、
又
は
取
扱
う
も
の

階
段
及
び
傾
斜
路
・
エ
レ
ベ
ー
タ
ー
の
昇
降
路
・
リ
ネ
ン
シ
ュ
ー
ト
・
パ
イ
プ
ダ
ク
ト
そ
の
他
こ
れ
ら
に
類
す
る
も
の

感
知
器
の
取
付
け
面
の
高
さ
が
十
五
m
以
上
二
〇
m
未
満

天
井
の
高
さ
が
二
〇
m
以
上

◯

□

△

△

□

△

□

△

□

△

▲

◯

▲

◯

◯

◯

▲

▲

全
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
部

床面積
100m2
以上

300

全部 ※6

全部

500

200 全部

500

1000

500

全部

500

1000

300 ※1 全部 ※2
※5

300

※4

全部

※建築物の地階〔（十六の二）項に揚げるものの各階
を除く〕で連続して地下道に面して設けられたも
のと、当該地下道とを合わせたもの（特定用途に
供される部分が存するものに限る）

①開口部のない耐火構造の床又は壁で区画された部
分は、それぞれ別の防火対象物とみなす。（令8条）

②令別表一（十六）項の防火対象物の部分で同表の（一）
項から（十五）項の防火対象物が存するものについ
ては当該用途に供される、それぞれ独立した防火
対象物とみなされる。ただし、令12条1項2号及
び7号から9号まで、21条1項5号、8号及び12号、
21条の21項4号、22条1項6号及び7号、24条2
項2号並びに3項2号及び3号、25条1項5号並びに
26条を除く。（令9条）

③令別表一（一）項から（四）項まで、（五）項イ、（六）項
（九）項イ又は（十六）項イに掲げる防火対象物の地
階で、同表（十六の二）項に掲げる防火対象物と
一体をなすものとして消防長又は消防署長が指定
したものは、令12条1項5号、21条1項3号、21
条の21項1号及び24条3項1号の規定の適用につ
いては同表（十六の二）項に掲げる防火対象物であ
るものとみなす。（令9条の2）

▼：省令40号により緩和を受けられるものがあり
ます。（資料右を参照）

◆：資料最右を参照。

階段、寝室
に設置。
自治体によ
っては、こ
れに加え、
居室、台所
に設置。備

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
考

特定共同住宅等の種類
5項ロもしくは令8区画された
5項ロの部分に限る建築構造の

要件を満たすもの※

次に掲げる防火対象物
(1) 次のいずれにも該当する病院。(火災発生時の延焼を抑制するための消火
活動を適切に実施することができる体制を有するものとして総務省令で定め
るもの[※1]を除く｡)
(ⅰ) 診療科名中に特定診療科名(内科、整形外科、リハビリテーション科そ
の他の総務省令で定める[※2]診療科名をいう。(2)(ⅰ)において同じ｡)
を有すること。

(ⅱ) 医療法(昭和23年法律第205号)第７条第2項第4号に規定する療養病床
又は同項第5号に規定する一般病床を有すること。

(2) 次のいずれにも該当する診療所
(ⅰ) 診療科名中に特定診療科名を有すること。
(ⅱ) 4人以上の患者を入院させるための施設を有すること。
(3) 病院((1)に掲げるものを除く｡)、患者を入院させるための施設を有する診
療所((2)に掲げるものを除く｡)又は入所施設を有する助産所。
(4) 患者を入院させるための施設を有しない診療所又は入所施設を有しない
助産所。

[※1]次のいずれにも該当する体制を有する病院とする。
1 勤務させる医師、看護師、事務職員その他の職員の数が、病床数が26床以
下のときは2、26床を超えるときは2に13床までを増すごとに1を加えた数
を常時下回らない体制
2 勤務させる医師、看護師、事務職員その他の職員(宿直勤務を行なわせる者
を除く｡)の数が、病床数が60床以下のときは2、60床を超えるときは2に
60床までを増すごとに2を加えた数を常時下回らない体制
[※2]診療科名は、医療法施行令(昭和23年政令第326号)第3条の2に規定する
診療科名のうち、次に掲げるもの以外のものとする。
1 肛門外科、乳腺外科、形成外科、美容外科、小児科、皮膚科、泌尿器科、
産婦人科、眼科、耳鼻いんこう科、産科、婦人科
2 前号に掲げる診療科名と医療法施行令第3条の2第1項第1号ハ(1)から(4)ま
で定める事項とを組み合わせた名称
3 歯科
4 歯科と医療法施行令第3条の2第1項第2号ロ(1)及び(2)に定める事項とを組
み合わせた名称

次に掲げる防火対象物
(1) 老人デイサービスセンター、軽費老人ホーム(ロ(1)に掲げるものを除く｡)、
老人福祉センター、老人介護支援センター、有料老人ホーム(ロ(1)に掲げる
ものを除く｡)、老人福祉法第５条の２第３項に規定する老人デイサービス事
業を行う施設、同条第５項に規定する小規模多機能型居宅介護事業を行う施
設(ロ(1)に掲げるものを除く｡)その他これらに類するものとして総務省令で定
めるもの。
(2) 更生施設
(3) 助産施設、保育所、児童養護施設、児童自立支援施設、児童家庭支援セ
ンター、児童福祉法(昭和22年法律第164号)第６条の３第７項に規定する一
時預かり事業又は同条第９項に規定する家庭的保育事業を行う施設その他こ
れらに類するものとして総務省令で定めるもの。
(4) 児童発達支援センター、情緒障害児短期治療施設又は児童福祉法第６条
の２第２項に規定する児童発達支援若しくは同条第４項に規定する放課後等
デイサービスを行う施設。(児童発達支援センターを除く｡)
(5) 身体障害者福祉センター、障害者支援施設(ロ(5)に掲げるものを除く｡)、
地域活動支援センター、福祉ホーム又は障害者の日常生活及び社会生活を総
合的に支援するための法律第５条第７項に規定する生活介護、同条第８項に
規定する短期入所、同条第１２項に規定する自立訓練、同条第１３項に規定
する就労移行支援、同条第１４項に規定する就労継続支援若しくは同条第１
５項に規定する共同生活援助を行う施設。(短期入所等施設を除く｡)

1. 表中、○印（白抜き）を設置することで、●印（黒塗り潰し）設
備が免除できます。（但し、「通常用いられる消防用設備等」にお
いて、空欄部分は消防法通り設置の有無を決定します。）
また、都合のよい設備だけを選択することはできません。

2. ●注1…共同住宅用スプリンクラー設備を設置した階のみ屋内消
火栓設備が免除できます。

3. ○注2…どちらか一方の設備を選択できます。

4. 左記表にある設備の他、共通項目として、「共同住宅用連結放水
管、共同住宅用非常コンセント設備」があります。
この2つの設備は、通常の設備基準に代えて、階段室型の場合、
階数が3以内ごとに、歩行距離50m以下となるよう設置すること
ができます。

5. ※建築構造の要件とは・・・
① 4つの構造類型について、主要構造が耐火構造、共用部分の壁及
び天井の仕上げが準不燃材料、住戸等は開口部の無い耐火構造
の床又は、壁で区画する、住戸等と共用部分を区画する壁の開
口部の防火性能を有するもの。

② 非開放型の住戸等の開口部の制限（1の住戸につき4m2以下（1の
開口部は2m2以下）共用室にあっては8m2以下）、床又は壁を貫通
する配管等の制限及び特定光庭、避難光庭がある場合は、それ
ぞれの基準を満足したもの。但し、共同住宅用スプリンクラー
設備を設置したものを除く。

6. ○注3…11階～14階の部分においてのみ、内装制限かつ、共用
室の開口部に防火戸が設けられている場合に免除ができ
ます。この場合15階以上の階には設置が必要です。（福
祉施設部分を除く）

7. ○注4…11階以上において、内装制限かつ、共用室の開口部に防
火戸が設けられている場合に免除ができます。（福祉施
設部分を除く）

8. ●注5…福祉施設部分を除く。

9. ●注6…10階以下の部分では、福祉施設部分を除く。

二方向避難型

5階建て以下 ○

○

○

○

○ ○

○注2 ● ● ● ● ● ●注5

● ● ● ● ● ●注5

● ● ● ● ●注1 ● ● ●注5

● ● ● ● ●注5 ● ●注5 ●注5

● ● ● ● ●注5 ● ●注5 ●注5

● ● ● ● ●注6 ● ● ●注5 ●注5

● ● ● ● ●注5 ● ●注5 ●注5

● ● ● ● ●注6 ● ● ●注5 ●注5

● ● ● ● ● ●注5

● ● ● ● ●注1 ● ● ●注5

6階～10階建て以下

11階建て以上

開放型

5階建て以下 ○

○

○

○

○ ○注3

○注2

6階～10階建て以下

11階建て以上

二方向避難
開放型

○

○ ○ ○注4

○注210階建て以下

11階建て以上

非二方向避難
非開放型

○

○

○

○ ○

10階建て以下

11階建て以上

必要とされる防
火安全性能を有
する消防の用に
供する設備等

階　　数

住
戸
用
消
火
器
及
び
消
火
器
具

住
戸
用
自
火
報
設
備
及
び
共
同
住
宅
用
非
常
警
報
設
備

共
同
住
宅
用
自
動
火
災
報
知
設
備

共
同
住
宅
用
ス
プ
リ
ン
ク
ラ
ー
設
備
（
十
一
階
以
上
の
部
分
）

消
火
器
具

自
動
火
災
報
知
設
備

屋
外
消
火
栓
設
備

動
力
消
防
ポ
ン
プ
設
備

屋
内
消
火
栓
設
備

ス
プ
リ
ン
ク
ラ
ー
設
備

非
常
警
報
器
具
又
は
非
常
警
報
設
備

避
難
器
具

誘
導
灯
及
び
誘
導
標
識

T-1501
H2802020B050-X22

2016年2月作成

火災報知・消火・トンネル防災・情報通信・出入管理など各種システムの製造、販売、施工、保守

北海道支社　TEL011(733)2221
東 北 支 社　TEL022(261)7221
盛岡営業所　TEL019(635)5444
福島営業所　TEL024(523)5950
いわき駐在事務所　TEL0246(73)0337
上信越支社　TEL027(321)3700
長野営業所　TEL026(228)3622
新 潟 支 社　TEL025(368)7035
東 京 支 店　TEL03(3444)4120
丸の内営業所　TEL03(5223)9871
千 葉 支 社　TEL043(223)5533
西関東支社　TEL042(665)8241

徳島駐在事務所　TEL088(657)7010
中 国 支 社　TEL082(535)4040
岡山営業所　TEL086(280)0616
福山営業所　TEL084(923)1576
松江営業所　TEL0852(21)0854
山口営業所 TEL083(974)6690
九 州 支 社　TEL092(511)6621
長崎駐在事務所　TEL095(842)8080
北九州営業所　TEL093(581)0129
熊本営業所　TEL096(384)4532
鹿児島営業所　TEL099(258)1211
宮崎営業所　TEL0985(35)5636

北関東支社　TEL048(665)2057
宇都宮営業所　TEL028(636)4503
横 浜 支 店  TEL045(451)3380
川崎営業所　TEL044(246)4840
名古屋支店　TEL052(856)0433
金沢営業所　TEL076(293)1201
富山営業所　TEL076(421)8515
静 岡 支 社　TEL054(202)3811
大 阪 支 店　TEL072(966)8181
京 都 支 社　TEL075(211)4376
神 戸 支 社　TEL078(272)5781
高 松 支 社　TEL087(835)1502

本　　　　社 〒141-8660  東京都品川区上大崎2-10-43　　　　　　　TEL03(3444)4111   FAX03(3444)4118

無窓階とは、
避難上又は消火活動上有効な開口部を有しない階（規則第5条の2）
避難上又は消火活動上有効な開口部とは、
① 11階以上の階
直径50cm以上の円が内接することができる開口部の
面積の合計が当該階の床面積の1/30を超える階。

② 10階以下の階
下記（イ）又は（ロ）のいずれかに適合する開口部が2以上あり、かつ、
①を含む面積の合計が当該階の床面積の1/30を超える階。

ただし、①②の開口部は次に適合しなければならない。
1. 床面から開口部の下端までの高さは1.2m以内であること。
2. 開口部が幅1m以上の通路空き地に面していること。（10階以下の階にのみ適用）
3. 開口部が避難、進入を防げない構造であること。
4. 開口部が開口のため常時良好な状態であること。

（イ）
直径1m以上の
円が内接する
開口部

1m以上

（ロ）
幅75cm以上、
高さ120cm以上
の開口部
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消 防 設 備 設 置 基 準 表

100

一　般

収容人員
50人以上

50

50

50

収容人員
20人以上

③連結送水管を基準に従
い設置したときは、消
火活動上支障がないも
のとして総務省令で定
める防火対象の部分に
は同項の規定にかかわ
らず連結散水設備を免
除。
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平成28年4月1日施行、平成37年6月30日既存建物猶予期間A 平成27年3月1日施行、平成37年6月30日既存建物猶予期間 平成27年4月1日施行、平成30年3月31日既存建物猶予期間B 平成28年4月1日施行、既存建物猶予期間なしC D 平成28年4月1日施行、平成31年3月31日既存建物猶予期間 E
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● 危険物の規制に関する政令に基づく設置基準は表現されておりません。
● 地方自治体ごとの条例については表現されておりません。
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